
１．平成17年3月期の業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 12円26銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成17年3月期 個別財務諸表の概要 平成17年5月19日

上場会社名 フマキラー株式会社 上場取引所 東 

コード番号 4998 本社所在都道府県 東京都  

(URL http://www.fumakilla.co.jp)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 大下 一明 

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 佐々木 高範 ＴＥＬ  （0829） 55－2112 

決算取締役会開催日 平成17年5月19日 中間配当制度の有無 無 

配当支払開始予定日 平成17年6月30日 定時株主総会開催日 平成17年6月29日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）     

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期 13,480 △0.3 919 22.7 656 99.4

16年3月期 13,523 △0.2 749 51.3 329 862.5

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年3月期 310 8.5 10 20 ― ― 6.7 4.7 4.9

16年3月期 285 ― 9 74 ― ― 6.7 2.4 2.4

（注）①期中平均株式数 17年3月期 29,356,133株 16年3月期 29,368,487株

②会計処理の方法の変更 無    

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率  中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年3月期 4 00 ― ― 4 00 117 39.2 2.5

16年3月期 2 00 ― ― 2 00 58 20.5 1.3

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年3月期 13,971 4,772 34.2 162 26

16年3月期 14,021 4,477 31.9 152 49

（注）①期末発行済株式数 17年3月期 29,346,333株 16年3月期 29,365,383株

②期末自己株式数 17年3月期 53,667株 16年3月期 34,617株

２．平成18年3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 9,200  850  470   ―  ―  ― 

通 期 14,000  660  360   ― 5 00 5 00
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６．個別財務諸表等 
(1）貸借対照表 

    
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   884,484 888,468   

２．受取手形   231,710 262,057   

３．売掛金 ※(4) 5,115,817 4,201,264   

４．商品   193,678 56,770   

５．製品   1,943,613 2,215,960   

６．半製品   683 817   

７．原材料   477,163 473,952   

８．仕掛品   410,675 405,278   

９．貯蔵品   8,185 6,281   

10．前渡金   6,610 10,732   

11．前払費用   22,949 21,466   

12．短期貸付金   30,937 5,644   

13．未収入金   165,898 174,436   

14．その他   5,636 4,487   

15．貸倒引当金   △25,548 △14,402   

流動資産合計   9,472,496 67.6 8,713,217 62.4 △759,278

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※(1)     

１．建物 ※(5) 822,778 784,662   

２．構築物   106,673 97,489   

３．機械及び装置   500,673 434,916   

４．車両及び運搬具   9,228 6,562   

５．工具・器具及び備
品 

  190,241 187,740   

６．土地 ※(5) 582,162 582,162   

７．建設仮勘定   ― 19,899   

有形固定資産合計   2,211,757 15.8 2,113,433 15.1 △98,324
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

(2）無形固定資産       

１．商標権   666 566   

２．ソフトウェア   12,873 5,855   

３．電話加入権   6,062 6,062   

無形固定資産合計   19,602 0.1 12,484 0.1 △7,117

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   1,830,796 1,990,639   

２．関係会社株式   787,864 788,296   

３．長期貸付金   3,000 3,000   

４．従業員に対する長
期貸付金 

  966 322   

５．関係会社長期貸付
金 

  726,193 738,151   

６．破産債権更生債権
その他これらに準
ずる債権 

  51,320 814,458   

７．長期前払費用   46,658 30,050   

８．定期預金   － 100,000   

９．その他   50,339 48,157   

10．貸倒引当金   △1,179,574 △1,380,815   

投資その他の資産合
計 

  2,317,563 16.5 3,132,261 22.4 814,697

固定資産合計   4,548,923 32.4 5,258,179 37.6 709,256

資産合計   14,021,419 100.0 13,971,396 100.0 △50,022
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形 ※(4) 943,282 1,293,050   

２．買掛金 ※(4) 1,395,214 1,563,068   

３．短期借入金   4,900,000 4,550,000   

４．１年内に返済する長
期借入金 

※(5) 581,794 644   

５．未払金   283,569 377,793   

６．未払消費税等   4,349 ―   

７．未払法人税等   11,312 153,623   

８．未払事業所税   3,513 3,513   

９．前受金   16,954 14,721   

10．預り金   9,296 10,468   

11．賞与引当金   122,900 162,000   

12．売上割戻引当金   517,657 409,341   

13．返品調整引当金   232,670 92,254   

14．設備関係等支払手形   44,401 43,049   

15．その他   2,948 1,340   

流動負債合計   9,069,866 64.7 8,674,870 62.1 △394,996

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※(5) 966 322   

２．繰延税金負債   125,184 210,446   

３．退職給付引当金   31,571 49,019   

４．役員退職慰労引当金   279,020 227,810   

５．その他   36,936 36,182   

固定負債合計   473,679 3.4 523,779 3.7 50,100

負債合計   9,543,546 68.1 9,198,650 65.8 △344,895
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

（資本の部）       

Ⅰ 資本金 ※(2) 2,889,600 20.6 2,889,600 20.7 ―

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,295,178 1,295,178     ―

資本剰余金合計   1,295,178 9.2 1,295,178 9.3 

Ⅲ 利益剰余金       

１．当期未処分利益   102,387 354,053     

利益剰余金合計   102,387 0.7 354,053 2.5 251,666

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

※(6) 195,602 1.4 243,279 1.8 47,677

Ⅴ 自己株式 ※(3) △4,895 △0.0 △9,365 △0.1 △4,470

資本合計   4,477,873 31.9 4,772,746 34.2 294,873

負債資本合計   14,021,419 100.0 13,971,396 100.0 △50,022
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(2）損益計算書 

    
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅰ 売上高                 

１．商品売上高   2,464,508     2,573,676       

２．製品売上高   11,059,394 13,523,903 100.0 10,907,309 13,480,986 100.0 △42,917 

Ⅱ 売上原価                 

１．商品製品期首たな卸
高 

  2,100,718     2,137,291       

２．当期商品仕入高   2,234,903     2,075,153       

３．当期製品製造原価 ※(5) 7,747,637     7,769,332       

４．原材料売上原価   56,916     42,368       

合計   12,140,176     12,024,146       

５．製品自家使用高 ※(1) 945,370     1,081,328       

６．製品評価損 ※(2) 130,618     115,104       

７．商品製品期末たな卸
高 

  2,137,291     2,272,730       

合計   3,213,281 8,926,895 66.0 3,469,163 8,554,982 63.5 △371,913 

売上総利益     4,597,008 34.0   4,926,004 36.5 328,995 

返品調整引当金取崩
額 

    232,562     232,670     

返品調整引当金繰入
額 

    232,670     92,254     

差引売上総利益     4,596,900 34.0   5,066,420 37.6 469,519 

Ⅲ 販売費及び一般管理費                 

１．運送費   532,581     518,738       

２．広告宣伝費   672,043     780,341       

３．貸倒引当金繰入額   －     25,643       

４．給料手当   704,137     715,159       

５．賞与   138,088     130,579       

６．賞与引当金繰入額   73,600     110,000       

７．退職給付費用   128,538     119,987       

８．役員退職慰労引当金
繰入額 

  37,400     37,900       

９．減価償却費   42,908     40,156       

10．研究開発費 ※(5) 228,876     236,227       

11．その他   1,288,854 3,847,029 28.5 1,431,791 4,146,525 30.8 299,495 

営業利益     749,870 5.5   919,895 6.8 170,024 
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前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

対前年比 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅳ 営業外収益                 

１．受取利息 ※(3) 27,434     25,127       

２．受取配当金 ※(3) 59,467     66,188       

３．不動産賃貸料   29,395     29,326       

４．技術指導収入 ※(3) 79,757     84,852       

５．その他 ※(3) 112,737 308,792 2.3 77,118 282,614 2.1 △26,178 

Ⅴ 営業外費用                 

１．支払利息   78,695     55,486       

２．製品評価損 ※(2) 130,618     115,104       

３．製品処分損   330,446     274,581       

４．材料処分損   66,182     21,623       

５．貸倒引当金繰入額   725     ―       

６．為替差損   46,752     ―       

７．その他   76,160 729,580 5.4 79,586 546,382 4.0 △183,197 

経常利益     329,082 2.4   656,126 4.9 327,044 

Ⅵ 特別利益                 

１．投資有価証券売却益   281,309     1,968       

２．貸倒引当金戻入額   30,568     25,548       

３. 保険金収入   ―     497,877       

４. その他   ― 311,877 2.3 5 525,399 3.9 213,522 

Ⅶ 特別損失                 

１．固定資産除売却損 ※(4) 29,448     26,375       

２．投資有価証券評価損   6,344     ―       

３．関係会社株式売却損   54     ―       

４．関係会社株式評価損   －     49,987       

５．貸倒引当金繰入額   275,646     190,000       

６．過年度修正損   32,221     ―       

７.災害修復費用   ― 343,715 2.5 465,870 732,233 5.5 388,518 

税引前当期純利益     297,244 2.2   449,292 3.3 152,048 

法人税、住民税及び
事業税 

  11,267     138,898       

法人税等調整額   － 11,267 0.1 － 138,898 1.0 127,631 

当期純利益     285,977 2.1   310,394 2.3 24,417 

前期繰越損失（△）
又は前期繰越利益 

    △183,590     43,658   227,248 

当期未処分利益     102,387     354,053   251,666 
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製造原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は部門別総合原価計算法であります。 

    
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

増減
（千円） 

Ⅰ 原材料費   4,233,096 59.0 4,600,442 62.4 

Ⅱ 製品仕入高   1,273,618 17.7 1,103,212 15.0 

Ⅲ 労務費 ※(1) 665,898 9.3 666,883 9.0 

Ⅳ 経費 ※(2) 1,003,057 14.0 998,797 13.6 

当期総製造費用   7,175,670 100.0 7,369,335 100.0 193,665

期首半製品仕掛品た
な卸高 

  457,611 411,358   

製品解体による受入
高 

  600,283 513,804   

合計   8,233,565 8,294,499   60,934

他勘定振替高 ※(3) 74,568 119,071   

期末半製品仕掛品た
な卸高 

  411,358 406,096   

当期製品製造原価   7,747,637 7,769,332   21,694

前事業年度 当事業年度 

※(1）労務費のうちには、賞与引当金繰入額39,700千

円が含まれています。 

※(1）労務費のうちには、賞与引当金繰入額52,000千

円が含まれています。 

※(2）経費のうち主なものは、次のとおりでありま

す。 

※(2）経費のうち主なものは、次のとおりでありま

す。 

減価償却費 243,164千円

試験研究費 202,030 

減価償却費 193,008千円

試験研究費 186,105 

※(3）他勘定振替高は、次のとおりであります。 ※(3）他勘定振替高は、次のとおりであります。 

有形固定資産 47,426千円

営業外費用 25,582 

販売費及び一般管理費 1,559 

有形固定資産 79,875千円

営業外費用 32,735 

販売費及び一般管理費 6,460 
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(3）利益処分案 

    
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成16年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 
増減
（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   102,387 354,053 251,666

Ⅱ 利益処分額     

   １.配当金   58,728 117,385   

   ２.役員賞与金   ― 11,000   

   ３.任意積立金         

   (1)別途積立金   ― 58,728 120,000 248,385 189,657

Ⅲ 次期繰越利益   43,658 105,667 62,009
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重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法によ

る原価法によっております。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）         同左 

(2）その他有価証券のうち時価のあるものにつきまし

ては、期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっております。 

 時価のないものにつきましては、移動平均法によ

る原価法によっております。 

(2）         同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商品、製品、半製品、仕掛品、原材料は、総平均

法による原価法によっております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）         同左 

(2）貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法によって

おります。 

(2）         同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）については、定額法によっ

ております。 

 なお主な耐用年数は以下のとおりであります。 

３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

同左 

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～11年

  

無形固定資産 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

４．引当金の計上基準 

(1）         同左 

(2）賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため

支給見込額を計上しております。 

(2）         同左 

(3）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異については、15年によ

る均等額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

(3）         同左 
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前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）売上割戻引当金は、販売した製商品の将来発生す

る売上割戻に備えるものであって、割戻対象となる

売上高に直近の実績をもととして計算した割戻率を

乗じて計上しております。 

(4）         同左 

(5）返品調整引当金は、返品による損失に備えるため

返品率及び売買利益率等の実績をもとに必要額を計

上しております。 

(5）         同左 

 

（追加情報） 

 従来、返品調整引当金の算定基礎となる返品率に

ついては通年の返品実績をもとに算出しておりまし

たが、返品の実態を厳密に把握した結果、季節によ

り返品率が大きく変動することが明らかになりまし

た。よって当期より、期末時に返品の可能性がある

売上に対する返品率を基に返品調整引当金の計算を

しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比較して、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

101,406千円多く計上されております。 

(6）役員退職慰労引当金は、役員の退職金の支出に備

えるため内規に基づく要支給額を計上しておりま

す。 

(6）         同左 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

※(1）有形固定資産に対する減価償却費累計額は 

7,416,017千円であります。 

※(1）有形固定資産に対する減価償却費累計額は 

7,267,934千円であります。 

※(2）会社が発行する株式の総数は普通株式80,000千株

で、発行済株式数は普通株式29,400千株でありま

す。 

※(2）会社が発行する株式の総数は普通株式80,000千株

で、発行済株式数は普通株式29,400千株でありま

す。 

※(3）当社が保有する自己株式の数は、普通株式34,617

株であります。 

※(3）当社が保有する自己株式の数は、普通株式53,667

株であります。 

※(4）関係会社に対するものとして科目を区分掲記した

もののほか、関係会社に対するものは、次のとおり

であります。 

※(4）関係会社に対するものとして科目を区分掲記した

もののほか、関係会社に対するものは、次のとおり

であります。 

売掛金 1,151,873千円

支払手形 9,525 

買掛金 241,786 

売掛金 439,386千円

支払手形 6,795 

買掛金 310,389 

破産債権更生債権その他これら

に準ずる債権 

761,432 

※(5）担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※(5）担保資産及び担保付債務 

－ 

建物 290,859千円

土地 122,501 

   

    

担保付債務は次のとおりであります。   

１年内に返済する長期借入金 581,000     

※(6）商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産は195,602千円で

あります。 

※(6）商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産は243,279千円で

あります。 

 (7）平成14年６月27日開催の定時株主総会において下記

の欠損てん補を行っています。 

 (7）平成14年６月27日開催の定時株主総会において下記

の欠損てん補を行っています。 

資本準備金 889,065 

利益準備金 414,520 

資本準備金 889,065 

利益準備金 414,520 

 (8) 受取手形割引高は、537,770千円であります。  (8) 受取手形割引高は、416,387千円であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※(1）このうち921,701千円は製品解体による振替高であ

って、16,554千円は原材料増加高に、600,283千円は

半製品仕掛品増加高に、304,863千円は製品処分損と

して計上しております。 

※(1）このうち874,596千円は製品解体による振替高であ

って、29,458千円は原材料増加高に、596,588千円は

半製品仕掛品増加高に、248,549千円は製品処分損と

して計上しております。 

※(2）期末たな卸の商品及び製品のうち包装不良分に対

して評価減を行ったものであります。 

※(2）         同左 

※(3）関係会社に対するものとして科目を区分掲記した

もののほか、関係会社に対するものは、次のとおり

であります。 

※(3）関係会社に対するものとして科目を区分掲記した

もののほか、関係会社に対するものは、次のとおり

であります。 

受取利息 25,294千円

受取配当金 30,480 

技術指導収入 27,269 

その他（営業外収益） 20,000 

受取利息 24,707千円

受取配当金 22,768 

技術指導収入 33,048 

その他（営業外収益） 20,000 

※(4）この主なものは次のとおりであります。 ※(4）この主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置除却損 13,724千円

工具・器具及び備品除却損 15,364 

電話加入権売却損 328 

機械及び装置除却損 18,342千円

工具・器具及び備品除却損 5,479 

    

※(5）一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は430,907千円であります。 

※(5）一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は422,332千円であります。 
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① リース取引 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両及び運搬
具 

120,495 65,596 54,899 

工具、器具及
び備品 

181,588 104,581 77,006 

その他 4,700 4,464 235 

合計 306,783 174,642 132,141 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両及び運搬
具 

130,057 65,697 64,360

工具、器具及
び備品 

126,507 58,999 67,508

その他 － － －

合計 256,564 124,696 131,868

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 52,307千円

１年超 83,635 

合計 135,942 

１年内 51,620千円

１年超 85,962 

合計 137,583 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 68,418千円

減価償却費相当額 63,135 

支払利息相当額 4,000 

支払リース料 60,408千円

減価償却費相当額 56,676 

支払利息相当額 3,371 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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② 有価証券 

 前事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）及び当事業年度（自 平成16年４月１日 至 

平成17年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

③ 税効果会計 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

繰延税金資産     

未払事業所税 1,421千円 1,421千円 

未払事業税 － 16,493 

賞与引当金 49,700 65,512 

売上割戻引当金 209,340 165,537 

投資有価証券評価損 7,694 27,909 

貸倒引当金 466,940 552,780 

退職給付引当金 12,767 19,823 

役員退職慰労引当金 112,835 92,126 

繰越欠損金 145,798 － 

製品評価損 78,224 75,670 

その他 4,450 4,867 

繰延税金資産小計 1,089,173 1,022,142 

評価性引当額 △1,089,173 △1,022,142 

繰延税金資産合計 － － 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △125,184 △210,446 

繰延税金負債合計 △125,184 △210,446 

繰延税金資産（負債）の純額 △125,184 △210,446 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成17年３月31日現在） 

法定実効税率 40.57％ 40.57％ 

（調整）     

税務上の繰越欠損金の利用 △99.24 △32.67 

評価性引当金 58.78 16.64 

その他 3.68 6.43 

税効果会計適用後の法人税等の負担額 3.79 30.97 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当する事項はありません。 

前事業年度 当事業年度 

(1）１株当たり純資産額 152.49円

(2）１株当たり当期純利益金額 9.74円

(1）１株当たり純資産額 162.26円

(2）１株当たり当期純利益金額 10.20円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきまし

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきまし

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当期純利益（千円） 285,977 310,394 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 11,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） 285,977 299,394 

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,368 29,356 
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７．役員の異動 

１．代表者の異動 

 該当事項はありません。 

２．その他の役員の異動 

 該当事項はありません。 
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